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令和元年度　事務事業評価シート

事務事業名 新型インフルエンザ等対策
所
管

健康部

生活衛生課

事
務
事
業
の
概
要

行政計画 事業NO. 91 計画事業名 新型インフルエンザ等対策 事業の開始・終了年度

長期総合
計画体系

 [基本目標] いつまでも健やかに自分らしく暮らせるまちの実現 [事業開始] 平成 年度

 [施　　策] 19　健康危機管理の推進 [終了予定] 　 年度

事業目的
新型インフルエンザ等発生時の即応体制を整備し、感染拡大を可能な限り抑制することにより、区民の健康被害を最小限に
とどめる。

事業内容
[H30年度]

・新型インフルエンザ等対策用資器材（マスク、消毒液、防護服等）の購入・備蓄
・新型インフルエンザ等の発生を想定した対策会議本部訓練、陰圧テント設置及び防護服着脱訓練を実施

根拠法令等 法令（義務） 〔法令等名〕 新型インフルエンザ等対策特別措置法

事業対象
直接の対象 区内主要病院

最終的な対象 一般区民

100.0%

　
　　決算額　(単位：千円)

H28年度 H29年度 H30年度

3,327 4,143

委託の有無 なし
委託内容 　 なし

補助金の有無 なし

91.0

4,290

100.0%

65 30 216.7%事
務
事
業
の
実
績

種　別 指標の名称 単位
R２年度 H28年度

活動指標

新型インフルエンザ等対策訓練
実施回数

回 2

成果指標

新型インフルエンザ等対策用資器材
充足率

％ 100.0 74.0

0

　総経費 8,677

新型インフルエンザ等対策訓練
参加者数

人 50 39 82

9,172

94.0 94.0

H29年度 H30年度

1 2 2

目標値 実績 実績 実績 目標値 達成率

2

9,581

事務事業コスト

(単位：千円)

　人にかかるコスト（人件費など） 5,350 5,028 5,290

　物にかかるコスト（物件費・維持補修費） 3,327 4,144 4,291

　その他のコスト（扶助費・補助費など） 0 0

必要性 3 新型インフルエンザ等発生時に感染拡大を可能な限り抑制し、区民の生命及び健康を保護するために事前の
十分な準備を行う、本事業の必要性は大きい。

効率性

8,677 9,172 9,581

課題及び
今後の進め方

行動計画とマニュアルに基づき、新型インフルエンザ等対策用資器材の整備を進めること、及び新型インフルエンザ等
の発生を想定し、医療機関と連携した訓練を継続していくことにより、発生時の即応体制を整備することが必要である。

財源項目

(単位：千円)

　受益者負担額（使用料・手数料・負担金など） 0 0 0

　その他特定財源（国や都の支出金・財産収入など） 0 0 0

　一般財源（区負担額）

［総合評価］※上記４つの視点を踏まえ、事業全体を評価。区民生活への影響を十分考慮すること。 今後の方向性

拡大
改善
維持
縮小
廃止・終了

新型インフルエンザ等が発生した際、感染拡大を抑制するために迅速かつ適切に対応していくこと
が重要である。平成３０年度は、「台東区新型インフルエンザ等対策本部訓練」を実施し、全庁的な
取り組みを図った。今後も行動計画とマニュアルに基づき対策していくとともに、感染対策資器材の
備蓄を計画に沿って進めていく。

維持

3
資器材については、在庫の見直しを図りつつ、購入の際は、感染防止の性能及び使用しやすさの観点から最
適な製品を選択した。模擬訓練の実施にあたっては、参加者の危機管理意識を促すため、事前の講習会によ
り、訓練の意義や新型インフルエンザ等による感染の脅威を認識させた。

手段の適切性 3 新型インフルエンザ等の発生時に区民の健康被害を最小限にとどめるため、感染対策資器材の整備や模擬
訓練による対応能力の向上を図った。

目的達成度 4 感染対策資器材の整備を計画的に進めたほか、模擬訓練では多職種の職員から目標を超える参加があっ
た。
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